
H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（１） 環境回復プロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県民のふるさとへの一刻も早い帰還や安心して生活できる環境の確保に向け、放射性物質に汚
染された生活圏、農地、森林などの徹底した除染及び汚染廃棄物の円滑な処理により、美しく豊か
な県土が回復するための取組を進める。 

また、流通・消費における安全を確保し、県内で生産された食品が安心して消費されるようにする
ため、農産物など食品の検査体制強化及び安全・安心に関する情報提供などの取組を進める。 

３  ふくしまから はじめよう。消費者風評対策事業（生活環境部 消費生活課）   １６３,６６２
  

食と放射能に関して、県内外の消費者が不正確な情報や思い込みに惑わされることなく、自らの判
断で正しく食品の選択ができるよう、県内の農林水産業関係者の取組を広く紹介するとともに、消費
者と生産者との理解交流を図るなど風評被害の払拭に資する取組を実施・支援する。 

２  食の安全・安心推進事業（生活環境部 消費生活課）           ８０,３０４  
東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故により、食の安全への関心が高まってい

ることから、放射能や食の安全性をテーマとしたリスクコミュニケーションに関する取組を実施し、
消費者の理解を深める。 

１  自家消費野菜等放射能検査事業（生活環境部 消費生活課）      １,５６５,７６０  
原子力発電施設事故により食品等の安全・安心の確保に対する消費者の関心がより一層高まってい

ることから、消費者の身近な場所で自家消費野菜等の放射能検査を行う。 

新５ 森林除染技術開発事業（農林水産部 森林計画課）            １００,０００  
これまでの森林除染実証事業などの知見等を踏まえた工法を組み合わせ、面的に実施することで放

射性物質の動態変化にも対応した新たな除染技術の確立を図る。 

３  市町村除染対策支援事業（生活環境部 除染対策課）        ２０２,７４３,８１２ 
県土の除染を迅速に進めていくため、市町村が策定する除染実施計画による除染の実施を総合的に

支援するとともに、除染実施区域外における市町村の局所的除染や町内会等と市町村の協働による線
量低減活動を支援する。 

２  除染対策推進事業（生活環境部 除染対策課）            １０,２２０,９８９  
県土の除染を迅速に進めていくため、市町村の策定する除染実施計画に基づき、県管理施設等の除

染を実施する。 

新１ 野生動物環境被害対策推進事業（生活環境部 自然保護課）       ４１,３７８  
生態系における環境の回復を図るため、放射性物質の濃度が高いと推定される野生動物の捕獲・除去を行う。

（単位：千円） 

②食品の安全確保 

①除染の推進 

４  緊急時・広域環境放射能監視事業（生活環境部 放射線監視室）    １,９０９,６６５  
福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散に対する環境監視を行うとともに、測定結果

を広く公表する。 
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 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 15 233,658,603

その他の事業 19 11,808,083

合計 34 245,466,686

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

２  原子力災害対策ｾﾝﾀｰ整備事業（生活環境部 原子力安全対策課）    １,９８６,３９９  
福島県原子力災害対策センター（大熊町）は、使用が困難な状況にあるため、放射線防護、通信回

線の強化、機能スペースの確保対策等を講じた新たな拠点施設の整備を行う。 

１  原子力安全監視対策・防災体制整備事業（生活環境部 原子力安全対策課）    １０２,７３９ 
福島第一原子力発電所の安全確保のため、専門家や住民参画による監視体制により、廃炉に向けた

取組みを確認する。 

一新１ 環境創造ｾﾝﾀｰ整備事業（生活環境部 環境創造ｾﾝﾀｰ整備推進室）     ４,５００,５９３ 
除染技術の研究開発、きめ細かなモニタリング、子どもたちへの環境教育等を行う環境創造センタ

ーの建設工事や分析機器の整備を行う。 
また、運営戦略会議等を開催し、中長期取組方針を策定するとともに、ＩＡＥＡとの調査研究事業

に関する調整、企画立案等を行う。 

２  ＩＡＥＡとの協力プロジェクト 

（生活環境部 自然保護課､放射線監視室､水･大気環境課､除染対策課､一般廃棄物課） １２６,６０８ 
県とＩＡＥＡとの協力プロジェクトとして、以下の事業を実施する。 
・ 野生動物における放射性核種の動態調査 
・ ＧＰＳ歩行サーベイによる環境マッピング技術の開発 
・ 河川・湖沼における放射性核種の動態調査 
・ 河川・湖沼等の除染技術検討事業 
・ 一般廃棄物焼却施設における放射性物質を含む廃棄物の適正処理推進検討事業

3  下水汚泥放射能対策事業（土木部 下水道課）                ６,７７９,２６６  
原発事故により放射性物質に汚染された下水汚泥の外部搬出が滞っているため、下水処理場内での

適切な保管や減容化処理を実施するとともに、外部搬出先の確保に取り組む。 

2  農業系汚染廃棄物処理事業（農林水産部 環境保全農業課）      ２,１０１,６８４  
放射性物質に汚染された農業系廃棄物の処理を促進するため、市町村等が行う一時保管や運搬など

の取組を支援する。 

１  災害廃棄物処理基金事業（生活環境部 一般廃棄物課）         １,２３５,７４４  
東日本大震災における被災地域の迅速な復興のため、災害廃棄物の処理を行う市町村等に対してそ

の経費の一部を補助する。 

④拠点の整備 

③廃棄物等の処理 

※環境回復の前提となる廃炉に向けた安全監視 
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